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1. はじめに 

1.1 目的と定義 

本市における超高層建築物は、2010 年の市内全域における高度地区の一斉見直しにより、ＪＲ茨

木駅及び阪急茨木市駅周辺エリアや地区計画等の都市計画制度を活用した場合に立地し得ることと

したが、本市都市計画マスタープランにおける「多核ネットワーク型都市構造」の実現に向け、駅

を中心とした拠点形成の必要性が高まっていることから、あり方を検討する必要が生じている。 

そこで、本方針は本市東部地域において新たに開業したＪＲ総持寺駅（2018 年３月開業）におけ

る超高層建築物の計画を契機に、本市全域における今後を見据えた駅を中心とした拠点形成を進め

る上で、検討される可能性のある超高層建築物の立地に関して、現行制度において許容される立地

や区域をさらに限定するという「制限の強化」（P15）と計画に求められる市民が利益を享受できる

公共性や建築物の持続可能性といった「確認事項の明確化」（P19,20）により、従来の形態規制だけ

でなく「質や内容」を求めるため、都市計画における基本的な考え方として策定するものである。 

また、本方針における超高層建築物の定義（P21）として、本市高度地区における高さ制限の上限

である高さ 43ｍを超える建築物とし、建物の用途は住宅に限定しないものとする。 

 

1.2 上位計画との関連及び位置付け 

本方針は、本市上位計画である、第５次茨木市総合計画（2015 年３月）及び茨木市都市計画マス

タープラン（2015 年３月）を踏まえ策定するとともに、関連する都市計画制度の運用や現在策定中

の茨木市立地適正化計画（2018 年度策定予定）とも整合を図り、駅の拠点性や駅前の機能誘導をテ

ーマにした市民ワークショップによる意見や超高層建築物のあり方に関する学識者・事業者へのヒ

アリングによる意見を反映（P22～P26）し、本市における駅を中心とした拠点形成を進める上で、

検討される可能性のある超高層建築物の立地に関しての基本的な考え方として位置付け、今後の駅

周辺整備等の拠点整備事業に反映していくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 上位計画との関連及び位置付け 
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2. 課題と方向性 

2.1 まちづくり 

上位計画及び関連計画における、駅を中心とした拠点形成を検討する中でのまちづくり上の課

題とその対策の方向性を整理する。 

 

2.1.1 第５次茨木市総合計画〔平成 27 年（2015 年）３月〕 

本市の最上位計画である総合計画においては、第５章（まちの将来像５）「都市活力がみなぎる

便利で快適なまち」の施策６「時代と市民の期待・要請に応え活力みなぎる都市づくりをすすめ

る」において、駅を中心とした拠点のあり方や周辺整備について記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 総合計画における施策概要と取組の体系 

                 

 

 

〔第５次茨木市総合計画（2015年３月）P131 より抜粋〕 
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図 2-2 総合計画における取組の目標及び各主体が行うこと 

 
〔第５次茨木市総合計画（2015年３月）P132,133より抜粋〕 
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2.1.2 茨木市都市計画マスタープラン〔平成 27 年（2015 年）３月〕 

本市の都市計画に関する基本的な方針である都市計画マスタープランにおいては、都市づく

りを進める１３のテーマのひとつとして、テーマ⑧『暮らしを支える「拠点」を活性化する』

を掲げ、駅を中心とした拠点のあり方や駅周辺整備について記載している。 

また、本市の都市構造において、駅を中心とした拠点を「中心市街地（都市拠点）」、「地域拠

点」として位置づけている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 都市計画マスタープランにおける都市づくりプランテーマ⑧ 

                         

 

 

 

 

〔茨木市都市計画マスタープラン（2015年３月）P56より抜粋〕 
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図 2-4 都市づくりプランテーマ⑧における施策展開方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔茨木市都市計画マスタープラン（2015年３月）P57,58 より抜粋〕 
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図 2-5 都市構造図 

                                              
〔茨木市都市計画マスタープラン（2015年３月）P76,77 より抜粋〕 
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2.1.3 茨木市立地適正化計画〔平成 30 年度（2018 年度）末策定予定〕 

人口減少、少子高齢化社会の到来を踏まえ、持続可能な都市の実現に向け、住宅と生活を支

える施設の集約化を図るため、都市再生特別措置法に基づき定める計画として策定を進めてお

り、第４章「誘導区域及び誘導施策」における「誘導区域・誘導施設の基本的な考え方」に拠

点における都市機能のあり方を記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 立地適正化計画における誘導区域・誘導施設の基本的な考え方 

                        

 

 

       以上のことから、上位計画や関連計画の内容を踏まえ、方向性１として整理する。 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

方向性１（まちづくり） 駅を中心とした拠点形成の必要性の高まり 

・〔総合計画、都市計画マスタープラン〕駅を中心とした拠点及び周辺整備の重要性 

・〔立地適正化計画〕公共交通結節点となる駅の周辺は、拠点として 

          生活利便施設等の充実により機能強化を図る必要性 

 

〔茨木市立地適正化計画（2018年度末策定予定）P59より抜粋〕 
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2.2 都市計画制度 

     都市計画制度の運用における、駅を中心とした拠点形成に関する課題とその対策の方向性に

ついて整理する。 

 

2.2.1 高度地区の設定経過〔平成 22 年（2010 年）〕 

高度地区は都市計画法第８条に基づく地域地区のひとつで、建築物の高さの最高限度又は最

低限度を定めるものであるが、2010 年以前は第一種低層住居専用地域を対象とした、第１種高

度地区を除き、建築物の絶対高さの制限を行っていなかった。 

平成 22年には住環境の保全を目的とし、市内全域を対象として高度地区の一斉見直しを行っ

た。その内容として、有識者による懇談会において、本市の高さ制限のあり方を検討し、市街

地類型に応じたゾーニングによる高さ制限を行うこととした。都市計画マスタープランにおけ

る主要な都市拠点、地域拠点については、第七種、第八種高度地区を指定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 ゾーニングによる高さ制限の概要 

 

 

 

〔主要な都市拠点、地域拠点における高さ制限の状況〕 

・第七種（絶対高さ：31ｍ） 
   都市拠点：ＪＲ茨木駅・阪急茨木市駅周辺、市役所周辺 
   地域拠点：ＪＲ総持寺駅周辺、阪急・モノレール南茨木駅周辺 
               モノレール彩都西駅周辺 
         

・第八種（絶対高さ：43ｍ） 
   都市拠点：ＪＲ茨木駅・阪急茨木市駅前 
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図 2-8 高度地区図 

阪急・モノレール 

南茨木駅周辺 

JR 茨木駅 

駅前、周辺 

阪急茨木市駅 

駅前、周辺 

市役所周辺 

JR 総持寺駅周辺 

モノレール 

彩都西駅周辺 
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高さ制限の導入に伴う影響について、高さ制限の導入の大きな目的として、プラス面の評価であ

る「住環境の保全」による市街地全体の価値の維持・向上があげられるが、それに伴うマイナス面

の評価として、実質的な容積率制限の強化による地価下落や都市活力の衰退が考えられる。その影

響を受ける対象として、中長期的な視点では、高度地区による新たな高さ制限の設定により、制限

高さを超えることとなった既存建築物の建替えのような既存不適格建築物への対応があげられると

ともに、短期的な視点では低未利用地における新築や工場跡地等の土地利用転換があげられ、マイ

ナス面の評価や対象を踏まえ、その対応として高さ制限による影響を緩和、軽減するための対策が

必要と言える。 

理由として、高度地区による面的な一律の制限では、立地ポテンシャルの高い駅周辺での拠点整

備事業や低未利用地、工場跡地等の土地利用において都市のさらなる発展を阻害する可能性がある

ことから、良好な開発に対しては高さの制限の緩和規定を設け、所有者や事業者の開発を誘導する

ようなインセンティブを与えることで、より望ましい計画に誘導していくことが、都市計画として

求められていると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 高さ制限導入に伴う影響の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 高度地区計画書のただし書き規定 

                   
〔茨木市高度地区計画書（2010年改定）より抜粋〕 
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2.2.2 容積率の考え方 

容積率制度については、1973年より導入され、本市においては、1995年の新用途地域制度（現

行の 12 種類）の指定時に、大阪府による用途地域指定基準に基づき、現在の容積率設定の基本

となる考え方を示している。 

以降の用途地域の変更等においては、「用途地域の指定のガイドライン」（大阪府：2013 年）

を基本に、周辺状況や土地利用に応じた容積率の設定を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11 近隣商業地域における容積率設定の考え方 

 

 

〔新用途地域指定時の容積率の考え方（1995年）〕 

・近隣商業地域：基準容積率 300％を標準 
中心市街地の幹線道路沿道等 400％ 

 
・商業地域：基準容積率 400％を標準 
  主要な鉄道駅周辺等、特に高度利用を図るべき地域 600％ 

         
 

〔用途地域の指定のガイドライン（大阪府：2013 年）P25より抜粋〕 
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図 2-12 商業地域における容積率設定の考え方 

 

 

 

 

 

〔用途地域の指定のガイドライン（大阪府:2013年）P27 より抜粋〕 
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図 2-13 用途地域図 

 

以上のことから、これまでの都市計画制度の運用状況等から、方向性２として整理する。 

 

 

 

 

 

方向性２（都市計画） 拠点形成における都市計画制度の適切な運用 

都市機能を高める必要がある拠点で、良好な拠点形成を誘導できる場合に限り、 

・高さ制限について、高度地区の適用除外及び緩和規定を運用 

・容積率について、現行の基準等の考え方に基づき、必要最低限の範囲で加算 
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3. 基本的な方針 

3.1 基本的な方針の設定に関する考え方 

   上位計画や関連計画におけるまちづくりの考え方やこれまでの都市計画制度の運用における考え

方により導かれた方向性を踏まえるとともに、本方針の策定にあたって実施した市民、学識者・事

業者への意見聴取の内容（参考資料参照）を踏まえ、本市における超高層建築物の立地に関する考

え方を基本的な方針として示すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方向性１（まちづくり） 駅を中心とした拠点形成の必要性の高まり 

・〔総合計画、都市マス〕駅を中心とした拠点及び周辺整備の重要性 

・〔立地適正化計画〕公共交通結節点となる駅の周辺は、拠点として 

          生活利便施設等の充実により機能強化を図る必要性 

方向性２（都市計画） 拠点形成における都市計画制度の適切な運用 

都市機能を高める必要がある拠点で、良好な拠点形成を誘導できる場合に限り、 

・高さ制限について、高度地区の適用除外及び緩和規定を運用 

・容積率について、現行の基準等の考え方に基づき、必要最低限の範囲で加算 

 

基本方針１（立地性）：拠点機能を高める必要があるエリアに限定する 

・交通結節機能、地域特性を踏まえ、立地可能なエリアを限定する。 

・駅及び駅周辺の拠点性を高め、エリアの特色を活かしたまちづくりを進める。 

 

基本方針２（公共性）：エリアを活性化し、都市機能を向上させる計画に限定する 

・市民が利益を享受できる公共公益性を有する。 

・長期的な視点での持続可能性を有する。 

市民ワークショップによる意見 

・各駅周辺エリアに期待すること（立地性、公共性） 

 ⇒エリアの特色に応じた魅力あるまちづくり 

・駅前まちづくりに期待すること（公共性） 

 ⇒施設整備や機能の誘導、広場機能の充実、交通機能の改善 

学識者・事業者へのヒアリング 

・各駅の拠点性や特色を活かしたまちづくり（立地性） 

・超高層建築物の立地を限定する必要性（立地性） 

・各駅に求められる機能の多様化への対応（立地性、公共性） 

・機能誘導等による都市の質の向上（公共性） 

・長期的な維持管理の重要性（公共性） 

・コミュニティ形成の必要性（公共性） 

 

・長期的な維持管理の重要性、コミュニティ形成の必要性（公共性） 

 

方向性を 

踏まえる 

反映 

する 

※参考資料参照 
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3.2 基本方針１（立地性）：拠点機能を高める必要があるエリアに限定する 

    超高層建築物の立地に関しては、拠点性を高める必要があるエリアに限定することとし、交通

結節機能や地域特性を踏まえ設定するものとする。また、そのエリアにおいては、地域における

特性や課題を踏まえ、機能の誘導等により駅及び駅周辺の拠点性を高め、エリアの特色を活かし

たまちづくりを進めるものとする。 

 

3.2.1 対象エリアの抽出 

    対象エリアの抽出にあたっては、都市計画マスタープランにおける都市拠点、地域拠点及び鉄 

道駅を有する生活拠点であることを前提とし、都市計画における用途地域（商業、近隣商業）、高 

度地区（第七種、第八種）の設定及び交通結節機能（一定の乗降客数、基盤整備）を勘案して、 

以下、図 3-1に示す検討対象となる拠点の中から設定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 検討対象となる拠点の状況 

以上のように、図 3-1 から対象となる拠点を抽出し、下記の「対象エリア」を設定する。 

    また、立地に関しては、駅前広場や周辺道路の交通処理状況等の一定の基盤整備が必要である 

ことから、駅前広場に面した立地に限定するものとする。（駅前広場の都市計画変更等を行った場 

合はその位置や形状に合わせるものとする。） 

さらに、本方針における拠点機能を高めていくためには、一定規模の敷地面積が必要であるこ 

とから、地域特性や敷地形状を踏まえ、都市計画の地区計画等において敷地面積の最低限度を定 

めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

検討対象となる拠点 

（図 3-1）より抽出 
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    なお、本方針の策定により、高度地区計画書における「ただし書き」のこれまでの運用と相違 

が生じる箇所があることから、下記図 3-2 の方向性を基本に必要な見直しを行い、運用すること 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

（備考） 

老朽化したマンションの建替え等については、社会状況の変化や必要性等を踏まえ、別途取り扱いを 

検討することが課題として考えられる。 

 

図 3-2 高度地区計画書ただし書きの運用の方向性 
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3.2.2 対象エリアと周辺状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 JR 茨木駅及び阪急茨木市駅の各駅前のうち、駅前広場（図 3-3 凡例  ）に面した敷地に限定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 JR 茨木駅・阪急茨木市駅周辺の用途地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 JR 茨木駅・阪急茨木市駅周辺の高度地区 

JR茨木駅 

300m 

阪急茨木市駅 

JR茨木駅 
阪急茨木市駅 

300m 
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ＪＲ総持寺駅の駅前のうち、駅前広場（図 3-5 凡例  ）に面した敷地に限定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 JR 総持寺駅周辺の用途地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 JR 総持寺駅周辺の高度地区 

JR総持寺駅 

JR総持寺駅 
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阪急・モノレール南茨木駅の駅前のうち、駅前広場（図 3-7 凡例  ）に面した敷地に限定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 阪急・モノレール南茨木駅周辺の用途地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 阪急・モノレール南茨木駅周辺の高度地区 

モノレール南茨木駅 

阪急南茨木駅 

モノレール南茨木駅 

阪急南茨木駅 
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3.3 基本方針２（公共性）：エリアを活性化し、都市機能を向上させる計画に限定する 

基本方針１（立地性）に掲げるエリアにおいて、そのエリアを活性化し、都市機能を向上させ

る計画に限定するものとし、市民が利益を享受できる公共公益性を有していることと長期的な持

続可能性について検討された土地利用計画であるものとする。 

 

3.3.1 公共公益性 

     市民が利益を享受できる公共公益性を有することとして、以下の項目への対応や考え方を確

認する。 

 

（１）公共整備 

  ①基盤整備 

   ・駅前広場、道路、歩行者空間の整備、改善 

  ②交通処理機能 

   ・自動車、自転車、歩行者動線の計画的な整備 

   ・駐車場、駐輪場の確保 

（２）都市機能の誘導 

  ①生活利便施設 

   ・地域ニーズや立地適正化計画を考慮した商業、医療、福祉、子育て等の機能 

②賑わい・交流施設 

 ・駅前の魅力づくりに寄与する賑わい、交流、文化等の機能 

（３）広場機能の充実 

  ①駅前広場や公開空地の活用 

   ・イベントの実施や日常的な活用による賑わい、魅力の創出 

  ②魅力ある空間創出 

   ・緑のある空間形成等による都市における潤いの空間創出 

   ・利用者が過ごしやすい憩いの空間や交流が生まれる空間創出 

（４）周辺環境への配慮 

  ①環境 

   ・交通集中、風害等、環境アセスメントやその調査項目のうち必要な環境影響調査 

を踏まえた対応 

     ②施設の収容状況 

      ・小中学校、幼稚園、保育所（待機児童対策）等の状況 

     ③景観 

      ・周辺景観に配慮した計画（景観シミュレーションの実施等） 

      ・都市魅力の向上に寄与する建築物やオープンスペースのデザイン 
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3.3.2 長期的な持続可能性 

      施設の維持管理等、長期的な視点での持続可能性を有することとして、以下の項目への対応や

考え方を確認する。 

 

（１）施設計画と施設維持（ハード面） 

  ①更新性の高さ 

   ・住宅棟と商業棟の分離等による更新の容易性 

・構造と内装の分離等による間取り等の可変性 

  ②耐震性 

   ・免震、制震等の構造 

・長周期地震動への対応 

  ③防災性、災害時の備え 

   ・防災備蓄倉庫、一時避難場所の開放、停電時の対応（エレベーター、給水）等 

   ・防災マニュアル、避難誘導体制、避難訓練の実施等 

   ・ヘリポート、スプリンクラー等の火災に対応した設備 

  ④長期修繕計画・維持保全計画 

   ・今後の維持管理費の試算や将来の積立金不足への対応等を踏まえた長期修繕の計画 

   ・施設や設備の定期的な点検、補修等による維持保全の計画 

  ⑤良質なストック形成 

   ・劣化対策、バリアフリー性、省エネルギー性等、一定の性能の確保 

   ・長期優良住宅、低炭素建築物、環境配慮性能(ＣＡＳＢＥＥ)等、一定水準の性能の確保 

   ・住宅における多様な世代を対象とした住戸構成や一定水準の住戸面積の確保 

 

（２）コミュニティ形成（ソフト面） 

  ①管理組合等の管理体制 

   ・管理規約、組織体制（外部専門家の参画等） 

   ・管理状況の市への報告 

   ・商業施設等の管理運営体制 

  ②コミュニティ形成に向けた取組 

   ・自治会の結成や参加 

・居住者間及び地域住民との交流のための施設や空間の設置、活用 

   ・定期的なイベントの実施等による賑わいや交流の創出 

   ・コミュニティ形成のための住民理解の醸成 

   ・自主防災組織の結成等、防災面での取組 

  ③住宅供給に関する考え方、取組 

   ・住宅流通に関する取組等 
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4. 方針の運用 

 本方針の運用にあたっては、上位計画や関連計画、都市計画から導かれる方向性と整合するとと

もに、基本方針に適合している計画であることを確認したうえで、必要な都市計画の手続きを行う

ものとする。 

 

4.1 対象となる建築物 

本方針の対象となる建築物は本市高度地区における高さ制限の上限である高さ 43ｍ（第八種高

度地区相当、図 4-1 参照）を超え、市域内において建築される建築物とし、建物の用途は住宅に

限定しないものとする。 

なお、3.2.1対象エリアの抽出における図 3-2高度地区計画書ただし書きの運用の方向性（P16）

に示すように、老朽化したマンションの建替え等については、社会状況の変化や必要性等を踏ま

え、別途取り扱いを検討することが課題として考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 高さと主な制限の関係 
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4.2 手続き 

対象建築物における本方針との適合性の確認についての手続きは、以下の図 4-2 に示す手続き

フローにより行うものとする。 

民間事業者は事業計画の検討にあたっては、住民意見や本方針への適合に留意し立案するとと

もに、市は民間事業者等と本方針への適合状況を確認するための協議を十分に行った上で、その

内容について都市計画審議会に報告し、事業計画案の妥当性等について意見を聴くものとする。

その上で、必要な都市計画案の決定・変更について審議するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 手続きフロー 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

   市民及び学識者・事業者への意見聴取 
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参考資料 

本方針の策定にあたっては、超高層建築物のあり方に関する意見聴取として、市民を対象とした

ワークショップ及び学識者・事業者へのヒアリングを実施したので、その結果を参考資料として掲

載する。 

 

参考１ 市民を対象としたワークショップ 
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参考２ 学識者・事業者へのヒアリング 

駅の拠点性及び住宅政策の観点で、３名の学識者と、駅前まちづくりやタワーマンションの管理

面の観点で、５社の事業者にヒアリングを実施し、その概要をまとめると以下のとおりとなってい

る。 
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参考３ 意見聴取のまとめ 

市民を対象としたワークショップ、学識者及び事業者へのヒアリングによる意見をそれぞれまと

めると以下のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




